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１１１１    財政健全化プラン策定の趣旨財政健全化プラン策定の趣旨財政健全化プラン策定の趣旨財政健全化プラン策定の趣旨                                                                                                                                                                        

   白浜町では中長期的な視点からの持続可能な財政運営を目指し、平成１８年度に「財政健全化プラン」を策定し、財政健全化に向けた取

組みを進めてきました。５年間の取組みで財政健全化への一定の効果はありましたが、更なる行財政改革を推し進めるため、新たに、平成

２３年度を起点とする「第二次財政健全化プラン」を策定し、事務事業の見直しや民間活力・指定管理者制度の活用等、行財政基盤をより

確かなものとする業務改革に取り組みました。 

 

 

 

２２２２    財政健全化プランの取組結果財政健全化プランの取組結果財政健全化プランの取組結果財政健全化プランの取組結果                                                                                                                                                                        

   計画期間内における取組項目数は５３項目で、「実施済項目」が４１項目、「一部実施済項目」が１１項目、「未実施項目」が１項目とな

りました。取組項目全体に占める実施済項目の達成率は７７．４％で、一部実施済項目を達成状況に加えると、５年間の取組結果は９８．

１％となりました。 

   また、５年間の財政健全化の取組みの中で、金額に表すことのできる効果額は、歳入で１１億３，０８９万９千円、歳出で６億２，０７

１万５千円となりました。  

ⅠⅠⅠⅠ    第二次財政健全化プランについて第二次財政健全化プランについて第二次財政健全化プランについて第二次財政健全化プランについて    
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1111    歳入の確保歳入の確保歳入の確保歳入の確保                                                                                                                                                                                                

多様化する行政需要に対し、自ら徴収・確保でき、自由で弾力的な配分が可能な自主財源の確保は、自立した行財政運営に必要不可欠であ

る。そのため、自主財源確保の取り組みを積極的に推進することにより、自主財源を中心とした歳入構造への転換を目指す。 

 

 

                             【◎：実施予定 ⇒：継続 ●：実施 ▲：一部実施 －：未実施】 

中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

１．町税収

入の確保 

自主納税の推進 
広報・納税通知などを通じた口座振替

制度の推進 

目標 ⇒         広報、納税通知、納付相談、啓発チ

ラシを通じ、口座振替を推進。 

税務課 

関係課 実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

個別相談の実施 

納税相談、納付計画について対面交渉

を実施。持参債務の認識による自主的

来庁・連絡を指導 

目標 ⇒         催告書、差押予告書、地方税回収機

構への移管催告書を発送し、納税計

画の相談実施。 

税務課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

滞納者の個別状況の

管理 
滞納管理システムの活用 

目標 ⇒         納付履歴の確認、執行停止、不納欠

損、実態調査等をシステム管理する

事で、徴収事務の円滑化を図った。 

税務課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

滞納者への法的措置 

(直接対応) 
町主体の直接的法的措置の実施 

目標 ⇒         交付要求及び財産の差押等の滞納処

分を実施。 
税務課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

滞納者への法的措置 

(間接対応) 
和歌山地方税回収機構への徴収移管 

目標 ⇒         滞納債権について、和歌山地方税回

収機構へ徴収を移管。 
税務課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

ⅡⅡⅡⅡ    財政健全化に向けた取組結果財政健全化に向けた取組結果財政健全化に向けた取組結果財政健全化に向けた取組結果    
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中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

１．町税収

入の確保 

コンビニエンススト

ア収納の実施 

コンビニエンスストアでの町税収納の

実施 

目標 ⇒         
納税者の利便性を高めるため、コン

ビニエンスストア収納を実施。 
税務課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

固定資産の適正課税 
納税者の理解と信頼の確保を図り、公

平な資産評価と適正課税に努める 

目標   ◎ ⇒     類似状況地区の見直し 

標準宅地の見直し 
税務課 

実績 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

２．受益者

負担の適正

化 

公共施設使用料減免

基準の見直し 

減免基準を見直し、電気料等必要経費

を徴収する 

目標 ◎ ⇒       平成 23 年 4月 1日、公衆浴場優待者

(65歳以上)無料から100円徴収実施 
関係課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

使用料、手数料の見

直し 

長期間据え置かれている項目を中心と

した見直し 

目標 ◎ ⇒       Ｈ24：ごみ持込手数料・公衆浴場入

浴料の改定 

Ｈ25：地籍成果資料交付手数料新設 

関係課 
実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

国民健康保険税率の

見直し 

国民健康保険事業の健全運営確保のた

め、医療費の増加に対応した保険税率

への見直し 

目標 ◎         平成 23 年 4月 1日実施 

(所得割)0.4％増、(均等割)1,800 円

増、(平等割)900 円増 

住民保健

課 実績 ●         

介護保険料の見直し 

介護保険事業の健全運営確保のため、

給付費の増加に対応した保険料への見

直し 

目標   ◎     ◎ 
平成 24 年 4月 1日、基準月額保険料

を 4,775 円から 5,375 円に改定。 

平成 27 年 4月 1日、基準月額保険料

を 5,375 円から 5,975 円に改定。 

民生課 

実績   ●     ● 

徴収率等の向上対策 

各種税、使用料等について債権管理マ

ニュアルに準拠した徴収対策。また、

徴収吏員の技能向上研修を実施 

目標 ⇒         債権管理マニュアルに準拠した徴収

対策の実施。和歌山地方税回収機構

への職員派遣の実施。 

関係課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

３．自主財

源の確保 
遊休土地の処分 町遊休地、造成地の売却処分 

目標 ⇒         
町遊休地、造成地を売却。 総務課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

３．自主財

源の確保 

未利用施設の売却 
旧教員住宅などの未利用施設の売却、

払下げ 

目標 ⇒         未利用施設の賃貸等、施設の有効利

用を図る。 
関係課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

有料広告募集 

広報：5,000 円／１回１広告当り 

HP：10,000 円／上部広告１月１枠当り 

   5,000 円／下部広告１月１枠当り 

目標 ⇒         
町広報誌、町公式ホームページに有

料広告を募集、掲載。 
総務課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

基金の運用 基金運用による利子収入の確保 
目標   ◎ ⇒     「資金管理運用方針」に基づく運用

を実施。 
出納室 

実績   ● ⇒ ⇒ ⇒ 
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平成 27 年度 実績 

担当課 
目標値 平成 23 年度 平成24年度 平成25年度 平成 26 年度 平成27年度 

町県民税 
現年度分 97.3% 97.5% 97.7% 98.3% 98.2% 98.3% 

税務課 
滞納繰越分 18.8% 21.9% 26.9% 30.0% 29.5% 28.5% 

固定資産税 
現年度分 95.7% 95.3% 96.1% 96.2% 96.5% 97.7% 

税務課 
滞納繰越分 15.4% 13.9% 18.2% 25.0% 26.6% 28.9% 

入湯税 
現年度分 99.6% 99.6% 99.5% 99.9% 98.4% 99.9% 

税務課 
滞納繰越分 15.6% 20.1% 75.4% 50.8% 64.4% 100.0% 

軽自動車税 
現年度分 95.6% 95.7% 96.3% 96.5% 96.7% 97.2% 

税務課 
滞納繰越分 15.6% 16.0% 18.5% 20.0% 20.9% 21.5% 

都市計画税 
現年度分 95.3% 95.8% 95.5% 95.5% 95.9% 97.5% 

税務課 
滞納繰越分 17.1% 15.3% 17.7% 20.9% 26.2% 30.3% 

国民健康保険税 
現年度分 93.0% 90.3% 91.0% 91.0% 92.6% 92.8% 

税務課 
滞納繰越分 13.0% 16.6% 19.5% 22.0% 25.7% 18.1% 

保育料 
現年度分 99.6% 97.8% 98.8% 99.3% 99.2% 99.4% 

民生課 
滞納繰越分 24.1% 13.8% 22.3% 25.7% 51.2% 52.8% 

幼稚園使用料 
現年度分 100.0% 100.0% 100.0% 97.9% 100.0% 100.0% 

民生課 
滞納繰越分 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 88.9% 0.0% 

介護保険料 
現年度分 98.4% 98.4% 98.3% 98.6% 99.1% 99.1% 

民生課 
滞納繰越分 10.1% 6.9% 7.2% 11.5% 47.2% 46.0% 

数値目標：徴収率・収納率の向上（目標値：平成数値目標：徴収率・収納率の向上（目標値：平成数値目標：徴収率・収納率の向上（目標値：平成数値目標：徴収率・収納率の向上（目標値：平成 23232323年年年年 9999月設定）月設定）月設定）月設定）    
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平成 27 年度 実績 

担当課 
目標値 平成 23 年度 平成24年度 平成25年度 平成 26 年度 平成27年度 

後期高齢者医療保

険料 

現年度分 99.4% 99.5% 99.2% 99.7% 99.5% 99.8% 
住民保健課 

滞納繰越分 14.8% 33.0% 27.7% 53.1% 40.4% 41.6% 

公営住宅使用料 
現年度分 96.3% 90.2% 92.5% 91.9% 94.5% 95.5% 

建設課 
滞納繰越分 15.1% 8.4% 8.8% 13.2% 8.7% 15.4% 

学童保育使用料 
現年度分 100.0% 99.6% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

教育委員会 
滞納繰越分 18.8% 16.7% 6.9% 19.1% 0.0% 0.0% 

水道料金 
現年度分 93.6% 92.7% 93.5% 96.2% 97.0% 98.9% 

上下水道課 
滞納繰越分 73.0% 62.0% 34.7% 25.3% 39.2% 30.4% 

簡易水道料金 
現年度分 99.2% 96.6% 96.6% 97.7% 98.1% 99.0% 

上下水道課 
滞納繰越分 100.0% 65.4% 47.6% 54.6% 48.1% 52.6% 

下水道使用料 
現年度分 99.0% 98.8% 98.4% 99.3% 99.6% 99.4% 

上下水道課 
滞納繰越分 25.0% 27.6% 14.6% 29.7% 25.3% 24.1% 
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２２２２    事務事業の再編整理、廃止統合事務事業の再編整理、廃止統合事務事業の再編整理、廃止統合事務事業の再編整理、廃止統合                                                                                                                                    

限られた財源の中で、多様化する住民ニーズや新たな行政課題に対応するため、事務事業の再編整理、廃止統合を推進する。 

 

 

                              【◎：実施予定 ⇒：継続 ●：実施 ▲：一部実施 －：未実施】 

中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

１．組織機

構等の見直

し 

機構再編の実施 

平成 24 年 4月 1日を期日とし、直面す

る行政課題や社会情勢の変化による新

たな政策課題に対応できる組織へと再

編する 

目標   ◎       
国体推進課を設置、民生課を民生課

と住民保健課に分割、地籍調査課を

地籍調査室に改編、防災対策室を危

機管理室に改編 

総務課 

実績   ●       

消防無線デジタル化

(広域化) 

消防救急デジタル無線について和歌山

県下共同で実施 

目標         ◎ 
平成 28 年 4月 1日、消防救急デジタ

ル無線の運用開始。 
消防本部 

実績         ● 

救急体制の強化 
救急救命士 24 名、薬剤投与認定救命士

16 名の確保 

目標 ◎ ⇒       新たに、救急救命士 4名、薬剤投与

認定救命士 5名、気管挿管認定救命

士 4名を育成。 

消防本部 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

指令業務の共同運用 
田辺市消防本部と指令業務の一元化を

図る 

目標         ◎ 平成 28 年 3月 18 日、指令業務の共

同運用を開始。 
消防本部 

実績         ● 

富田川衛生施設組合

事務局の所管替え 

生活環境課から組合へ事務局の所管替

え(職員事務負担の軽減) 

目標         ◎ 
地元、構成市町と協議継続中 

生活環境

課 実績         ▲ 

複数副課長の是正 欠員不補充等による見直しの実施 
目標 ⇒         

平成 27 年度、26 名在籍（消防除く） 総務課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 
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中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

１．組織機

構等の見直

し 

富田地域の幼稚園・

保育園の一元化 

しらとり保育園と富田幼稚園を統合

し、幼児園を建設 

目標 ◎         平成 24 年 2月 11 日竣工式 

2 月 20 日から合同保育開始 
民生課 

実績 ●         

町直営施設の管理・

運営方法見直し 

町直営施設の管理・運営方法等につい

て見直し実施 

目標         ◎ 
平成 26 年 4月から椿保育園休園 関係課 

実績         ● 

清掃事業の広域事務

化 

最終処分場について、紀南環境広域施

設組合で平成30年度供用開始に向けて

取組実施 

目標         ◎ H25：紀南環境広域施設組合設立。現

地詳細調査 

H26：用地測量、物件調査、実施設計 

生活環境

課 
  実績         ▲ 

  
焼却施設の広域建設に向けた取組実施 

目標         ◎ 焼却施設の広域化（一本化）だけで

なく、集約化も視野に取組中。 

生活環境

課   実績         ▲ 

２．節減合

理化 

起債事業の厳選(公

債費負担増の抑制) 

長期総合計画での事業の位置付け、優

先順位の設定、充分な事前協議の実施 

目標 ⇒         長期総合計画に沿って起債事業を選

定 
関係課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

町単独事業の抑制 
長期総合計画での事業の位置付け、優

先順位の設定、充分な事前協議の実施 

目標 ⇒         長期総合計画に沿って町単独事業を

抑制 
関係課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

投資的事業の計画実

施 

長期総合計画での事業の位置付け、優

先順位の設定、充分な事前協議の実施 

目標 ⇒         長期総合計画に沿って投資的事業の

計画実施 
関係課 

実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

議員費用弁償の改正 

定例会等、条例で定める会議出席の際

の議員費用弁償を定額から実費支給に

改正 

目標       ◎   平成 25 年 12 月議会、「白浜町議会

議員報酬及び費用弁償等に関する条

例」制定 

議会事務

局 実績       ● ⇒ 
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中項目 小項目 実施(目標)内容 
  年度 

実施状況 担当課 
  23 24 25 26 27 

２．節減合

理化 

町単独補助金及び給

付の見直し 

町単独実施分について、国県等補助要

綱に合わせた見直しを検討する。 

目標 ◎ ⇒       平成 23 年度から、老人医療費の支給

要件に金融資産を加え、県費補助対

象とした。 

関係課 
実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

ごみ減量化に向けた

取り組み 

容器包装分別収集、生ごみ処理機購入

補助金制度拡充、もえるごみステーシ

ョン化(日置川町地域)、古紙類の資源

化による減量対策、焼却施設の長寿命

化 

目標 ◎ ⇒       容器包装プラスチック類の分別収

集、生ごみ処理機購入補助金の拡充、

日置川地域のもえるごみステーショ

ン化等実施 

生活環境

課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

事務用品等の一括購

入 

消耗品等規格の統一できるものは一括

購入し、重複購入を防ぐ 

目標     ◎ ⇒   予算の範囲内で用紙、封筒等一括購

入 
出納室 

実績     ● ⇒ ⇒ 

町営公衆浴場の営業

時間見直し 

牟婁の湯、白良湯の営業時間変更(定休

日の設定) 

目標 ◎ ⇒       平成 23 年 4月 1日から、完全休業日

の設定と営業終了時間を１時間短縮

（白良湯、牟婁の湯） 

観光課 
実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

加除式図書の見直し 各種法令集等の加除式図書を削減する 
目標     ◎     重複図書数の調査結果をもとに、必

要数等を再度精査 

総務課 

関係課 実績     ▲     

被服等貸与規定の縮

小・廃止 

被服等貸与規定を時勢に合わせたもの

へと見直しを実施する 

目標     ◎     貸与規定を時勢に合わせ見直しを検

討中 

総務課 

関係課 実績     ▲     

賃金雇用者数の抑

制、削減 

職種、期間、必要性を再検討し、賃金

総額、賃金雇用者総数の抑制 

目標 ⇒         社会保険加入者数による比較 

平成 27 年度：164 人 

総務課 

関係課 実績 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 
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中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

２．節減合

理化 

各種団体への負担

金・補助金の見直し 

平成２４年策定の白浜町補助金等見直

し方針に基づく見直しの実施。補助金

清算の徹底、補助金制度の適正化 

目標 ⇒         白浜町補助金等交付規則を定め、一

層の補助金支出の透明性、公平性の

向上を図る 

関係課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

公用車を普通車から

軽自動車へ切換 

順次買い換え時に切換実施(特殊車両

を除く) 

目標 ⇒         特殊車両等を除き、車両更新時に軽

自動車を導入。 
関係課 

実績 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

各種イベントの見直

し、統合 

イベント費用の削減、職員の負担の軽

減 

目標   ◎ ⇒     公民館主催のイベントを一部見直し

実施 
関係課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

出張専用車リースに

よる職員旅費の削減 

職員の出張に際し、出張専用車利用に

よる旅費の削減 

目標 ⇒         出張専用車を活用し職員旅費を削減 

平成 24 年度から出張専用車を１台

増台（計３台） 

関係課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

前納報奨金の廃止 
固定資産税前納報奨金を平成24年度か

ら廃止 

目標 ⇒ ◎       
固定資産税前納報奨金の廃止 税務課 

実績 ⇒ ●       

指定管理者制度導入

施設にかかる経費の

見直し 

制度導入施設についての維持管理経費

について見直し実施 

目標 ◎ ⇒       
管理者で負担すべき浄化槽等経費に

ついて見直し実施 

農林水産

課 実績 ▲ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

３．民間委

託等の推進 

情報系サーバーの統

合及び民間委託 

情報系サーバーについて民間委託を検

討し、委託が困難なものについてはサ

ーバーの統合を実施 

目標     ◎ ⇒   ファイルサーバーを統合し、メール

サーバーはデータセンターに設置す

るなど、管理の効率化を図った。 

総務課 
実績   ● ⇒ ⇒ ⇒ 

ＰＣ一元管理 ＰＣ運用管理サービスの民間委託 
目標 ◎ ⇒       ソフトウェアライセンス管理等の強

化実施 
総務課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

その他公共施設の指

定管理者制度の導入 
  

目標 ⇒         7 月 20 日から「フィッシャーマンズ

ワーフ白浜」を指定管理 
関係課 

実績 － － ⇒ ⇒ ⇒ 
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３３３３    定員管理の適正化定員管理の適正化定員管理の適正化定員管理の適正化                                                                                                                                                                                 

行政サービス水準の維持を前提に人件費の縮減を図るため、平成 23年度を初年度とする定員適正化計画を策定し、組織機構の簡素

化、効率化を推進するとともに、民間委託や指定管理者制度の活用により、定員を計画的に削減する。 

 

 

                                【◎：実施予定 ⇒：継続 ●：実施 ▲：一部実施 －：未実施】 

中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

定員管理の

適正化 

定員管理適正化計画

の策定 
適正な職員数を年次計画で策定 

目標 ◎         平成 23 年 9月、白浜町定員適正化計

画（第２次）を策定・公表 
総務課 

実績 ●         

職員総数の削減 

退職者数以下の採用による職員数の削

減（別紙、白浜町職員定員適正化計画

〔第二次〕による取組） 

目標 ◎ ⇒       
退職 65 名、採用 57 名。 総務課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

嘱託職員総数の削減 
退職欠員による補充は、正職員又は賃

金で行い嘱託職員を削減 

目標 ◎ ⇒       
退職 14 名、採用無。 総務課 

実績 ● ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

専門職員の有資格者

の採用 

専門性を持つ住民サービスに対応する

ため、必要に応じて有資格者を採用 

目標 ⇒         新たに、保健師 1名、保育士 7名、

社会福祉士 1名、精神保健福祉士 1

名、主任介護支援専門員 1名、土木

技術職 3名、建築士 1名採用。 

総務課 
実績 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 

職員台帳のＯＡ化 職員管理事務の効率化 
目標     ◎     総合行政システムへのデータ移行を

図る。 
総務課 

実績     ▲     
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数値目標 上段：計画 

     下段：実績 

　≪数値目標≫

年
平成23年

（策定年）
平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

平成23年か
らの増減累

計

区分
23.4.1
職員数

24.4.1
職員数

25.4.1
職員数

26.4.1
職員数

27.4.１
職員数

28.4.1
職員数

204 203 201 196 192 186 ▲18

204204204204 202202202202 199199199199 205205205205 202202202202 195195195195 ▲9▲9▲9▲9

123 123 123 123 123 123 0

123123123123 121121121121 117117117117 115115115115 111111111111 110110110110 ▲13▲13▲13▲13

36 36 35 34 33 33 ▲3

36363636 37373737 36363636 35353535 34343434 36363636 0000

363 362 359 353 348 342 ▲21

363363363363 360360360360 352352352352 355355355355 347347347347 341341341341 ▲22▲22▲22▲22

▲1 ▲3 ▲6 ▲5 ▲6 ▲21

▲3▲3▲3▲3 ▲8▲8▲8▲8 3333 ▲8▲8▲8▲8 ▲6▲6▲6▲6 ▲22▲22▲22▲22

退職 6
採用 5

退職 7
採用 4

退職10
採用 4

退職 9
採用 4

退職11
採用 5

退職43
採用22

退職10退職10退職10退職10
採用 7採用 7採用 7採用 7

退職19退職19退職19退職19
採用11採用11採用11採用11

退職16退職16退職16退職16
採用19採用19採用19採用19

退職17退職17退職17退職17
採用 9採用 9採用 9採用 9

退職17退職17退職17退職17
採用11採用11採用11採用11

退職79退職79退職79退職79
採用57採用57採用57採用57

▲0.3% ▲0.8% ▲1.7% ▲1.4% ▲1.7% ▲5.8%

▲0.8%▲0.8%▲0.8%▲0.8% ▲2.2%▲2.2%▲2.2%▲2.2% 0.9%0.9%0.9%0.9% ▲2.3%▲2.3%▲2.3%▲2.3% ▲1.7%▲1.7%▲1.7%▲1.7% ▲6.1%
前年比増減率

　※　職員数には、教育長、任期付職員、再任用職員数を含んでいます。

一般行政部門

特別行政部門（教育、消防）

公営企業等
（病院、水道、下水道、その

他）

合計

前年比増減数

増減数

増減理由
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４４４４    人件費（給与・手当等）の適正化人件費（給与・手当等）の適正化人件費（給与・手当等）の適正化人件費（給与・手当等）の適正化                                                                                                                                                                

社会情勢や国、他市町の状況等踏まえ、給与・手当等の適正化を推進する。 

 

 

                                【◎：実施予定 ⇒：継続 ●：実施 ▲：一部実施 －：未実施】 

中項目 小項目 実施(目標)内容   
年度 

実施状況 担当課 
23 24 25 26 27 

人件費（給

与・手当等）

の適正化 

特殊勤務手当の見直

し 

社会経済情勢等の変化を勘案し、特殊

勤務手当の総合的な点検を行い、制度

の趣旨に沿った手当へと見直しを実施

する 

目標 ⇒         
支給要件、実績、社会経済情勢等か

ら見直しを検討 
総務課 

実績 － － － － － 

人事評価制度の実施 
年功序列を基調とした昇給制度の見直

し 

目標 ⇒         地方公務員法改正に伴い、制度の見

直しを実施。 
総務課 

実績 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ 

時間外勤務手当の抑

制 

職員健康面等配慮し、適正な職員配置

等により時間外勤務を抑制する。 

目標 ◎ ⇒       
労基法改正に伴い、平成 23 年 4月 1

日、給与規則に係る条例改正 
総務課 

実績 ▲ ▲ ⇒ ⇒ ⇒ 
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                                                        （単位：千円） 

項目 

効果額（上段：計画額、下段：実績額） 

平成 23 年

度 

平成 24 年

度 

平成 25 年

度 

平成 26 年

度 

平成 27 年

度 
合計 

歳
入 

町税収入の確保 
11,780 11,260 11,260 11,260 11,260 56,820 

128,014 74,548 88,996 122,607 53,208 467,373 

受益者負担の適正化等 
68,399 103,618 104,956 106,253 107,685 490,911 

58,967 109,541 110,007 108,633 112,260 499,408 

自主財源の確保 
18,476 9,668 7,106 7,310 2,265 44,825 

13,812 19,669 58,151 30,977 41,509 164,118 

小計 
98,655 124,546 123,322 124,823 121,210 592,556 

200,793 203,758 257,154 262,217 206,977 1,130,899 

歳
出 

機構組織等の見直し 
0 8,962 11,081 11,081 13,481 44,605 

0 0 0 0 0 0 

節減合理化 
15,721 27,371 30,571 30,896 32,021 136,580 

11,910 22,217 22,711 23,659 23,618 104,115 

定員管理、人件費の適正化 
28,200 35,500 72,100 85,800 126,200 347,800 

54,800 114,700 93,500 110,900 142,700 516,600 

小計 
43,921 71,833 113,752 127,777 171,702 528,985 

66,710 136,917 116,211 134,559 166,318 620,715 

合計 
142,576 196,379 237,074 252,600 292,912 1,121,541 

267,503 340,675 373,365 396,776 373,295 1,751,614 

ⅢⅢⅢⅢ    経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果経費節減等の財政効果    
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１１１１    水道事業水道事業水道事業水道事業        

    

    

①①①① 平成平成平成平成 23232323年度年度年度年度から平成から平成から平成から平成 27272727年度まで年度まで年度まで年度までの取組結果の取組結果の取組結果の取組結果 

１ 収入確保策 

（1）未収金徴収対策 

       ・徴収体制の強化（電話や文書による督促、戸別訪問回数の増） 

       ・口座振替の推奨・振替率の向上を図る 

２ 支出削減方策 

（1）費用削減  

・漏水調査により早期発見をし、動力費、修繕費、材料費等の抑制 

・日置川水道事務所の宿直廃止 

   （2）高金利地方債の繰上償還（借換債）の実施 

     ・公的資金補償金免除繰上償還 平成 23年度（2件：23,699千円）、平成 24年度（4件：181,607千円） 

  ３ 施設更新・財政計画の策定 

     ・平成 25年度で策定する計画に沿って施設の更新等を行い、安定した事業経営を図る。 

 

 

    

 

 

定員管理については、白浜町定員適正化計画〔第二次〕に基づき実施。

ⅣⅣⅣⅣ    公営企業関係公営企業関係公営企業関係公営企業関係    

１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進    

２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化    
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①平成 23年度から平成 27年度までの取組結果                                （単位：千円） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

実績 実績 実績 実績 実績

文書による納付告知。
戸別訪問による徴収強
化。

18年度
継続

0 0 0 0 0 0

  

嘱託、臨時、派遣職員等の活用の
場合の効果額

505 505 505 505 2,020

高金利地方債の繰上償還
（借換）

23年度 0 2,200 9,400 7,400 5,433 24,433

0 2,705 9,905 7,905 5,938 26,453

0

項目

収
　
　
　
入

主　な　内　容 開始時期

効　　果　　額

計

その他

うち退職者の不補充の場合の効果額

未収金の徴収対策

料金見直し

未利用財産の売払い等

一般会計繰入金軽減額

合　　　計

給与等削減

その他

支
　
　
　
出

民間委託による事業費削減

人
件
費
削
減

職員削減（議員含む）

組織の統廃合

 

３、経費節減等の財政効果（水道事業）３、経費節減等の財政効果（水道事業）３、経費節減等の財政効果（水道事業）３、経費節減等の財政効果（水道事業）    
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２２２２    公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業公共下水道事業        

 

 

 

① 平成平成平成平成 23232323年度年度年度年度から平成から平成から平成から平成 27272727年度まで年度まで年度まで年度までの取組結果の取組結果の取組結果の取組結果    

１ 収入確保策 

（1）接続率の向上策 

           ・下水道接続普及促進員を中心とした戸別訪問を強化 

           ・町広報誌、FM放送を利用した啓発活動、未接続者への文書送付 

       ・早期接続工事促進補助金制度の創設 

(2) 料金の見直し 

           ・平成 23年 4月料金改定（平均単価 20円／㎥増額) 

 

２ 支出削減方策 

(1)委託業務等によるコストの節減合理化 

           ・処理場維持管理業務等の民間委託経費を見直し、維持管理費の抑制を図る 

(2) 高金利地方債の繰上償還(借換債)の実施 

           ・公的資金補償金免除繰上償還 平成 23年度（2件：30,265千円）、平成 24年度（2件：92,315千円） 

 

 

  

 

 

 

定員管理については、白浜町定員適正化計画〔第二次〕に基づき実施。

２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化    

１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進    
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①平成 23年度から平成 27年度までの取組結果                               （単位：千円） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

実績 実績 実績 実績 実績

H23.4月料金改定 23年度 12,071 13,961 13,917 14,575 14,933 69,457

下水道接続率向上
(H27目標：67.7％)

18年度
継続

691 1,786 4,954 778 778 8,987

  

嘱託、臨時、派遣職員等の活用の
場合の効果額

0

高金利地方債の繰上
償還（借換）

23年度 0 1,718 6,244 5,536 4,898 18,396

12,762 17,465 25,115 20,889 20,609 96,840

△ 12,762 △ 17,465 △ 25,115 △ 20,889 △ 20,609 △ 96,840

項目

収
　
　
　
入

主　な　内　容 開始時期

効　　果　　額

計

その他

うち退職者の不補充の場合の効果額

未収金の徴収対策

料金見直し

未利用財産の売払い等

一般会計繰入金軽減額

合　　　計

給与等削減

その他

支
　
　
　
出

民間委託による事業費削減

人
件
費
削
減

職員削減（議員含む）

組織の統廃合

３、経費節減等の財政効果（公共下水道事業）３、経費節減等の財政効果（公共下水道事業）３、経費節減等の財政効果（公共下水道事業）３、経費節減等の財政効果（公共下水道事業）    
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３３３３    簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業簡易水道事業        

  

 

 

① 平成平成平成平成 23232323年度から年度から年度から年度から平成平成平成平成 27272727年度までの取組結果年度までの取組結果年度までの取組結果年度までの取組結果 

１ 収入確保策 

（1）未収金徴収対策 

           ・徴収体制の強化（電話や文書による督促、戸別訪問回数の増） 

           ・口座振替の推奨・振替率の向上を図る 

 

２ 支出削減方策 

（1）費用削減 

           ・漏水調査による早期発見により、動力費・薬品費を抑制 

・維持管理にかかるコスト見直しにより、維持管理費用を削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

定員管理については、白浜町定員適正化計画〔第二次〕に基づき実施。

１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進    

２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化    
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①Ｈ23年度からＨ27年度までの取組状況                                  （単位：千円） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

実績 実績 実績 実績 実績

文書による納付告知。
戸別訪問による徴収強
化。

18年度
継続

0 0 0 0 0 0

0

0

0

0

0

嘱託、臨時、派遣職員等の活
用の場合の効果額

0

0

0

0

358 358 358 358 1,432

0 358 358 358 358 1,432

0 △ 358 △ 358 △ 358 △ 358 △ 1,432一般会計繰入金軽減額

合　　　計

給与等削減

うち退職者の不補充の場合の効果額

その他

開始時期

効　　果　　額

計

民間委託による事業費削減

組織の統廃合

収
　
　
　
入

職員削減（議員含む）

未利用財産の売り払い等

その他

未収金の徴収対策

料金見直し

支
　
　
　
出

人
件
費
削
減

項目 主　な　内　容

 

３、経費節３、経費節３、経費節３、経費節減等の財政効果（簡易水道事業）減等の財政効果（簡易水道事業）減等の財政効果（簡易水道事業）減等の財政効果（簡易水道事業）    
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４４４４    農業集落排水事業農業集落排水事業農業集落排水事業農業集落排水事業        

  

 

 

① 平成平成平成平成 23232323年度から年度から年度から年度から平成平成平成平成 27272727年度までの取組結果年度までの取組結果年度までの取組結果年度までの取組結果 

１ 収入確保策 

（1）未収金の徴収対策 

       ・定期的な請求と個別訪問の実施（平成 25年度現在、未収金２件） 

（2）接続率の向上対策 

       ・未加入者に対する啓発…未加入者に対し戸別訪問、チラシ等による加入促進策を実施し、平成 25年度２戸新規加入。 

 

２ 支出削減方策 

（1）費用削減 

・保守管理については継続して民間委託を実施する。また、器機等の適正利用、維持管理にかかるコスト見直しによる費用削減

を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

定員管理については、白浜町定員適正化計画〔第二次〕に基づき実施。

１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進１、経営改革の推進    

２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化２、定員管理・給与の適正化    
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①平成 23年度から平成 27年度までの取組結果                                （単位：千円） 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
実績 実績 実績 実績 実績

Ｈ25未収金2件
18年度
継続

0 0 0 0 0 0

接続率年間0.8％増
(毎年1戸の新規加入)

23年度 175 156 122 0 175 628

嘱託、臨時、派遣職員等の活用の
場合の効果額

0

175 156 122 0 175 628

△ 175 △ 156 △ 122 0 △ 175 △ 628

項目 主　な　内　容 開始時期
効　　果　　額

計

組織の統廃合

民間委託による事業費削減

収
　
　
　
入

未収金の徴収対策

料金見直し

未利用財産の売り払い等

その他

一般会計繰入金軽減額

合　　　計

給与等削減

うち退職者の不補充の場合の効果額

その他

支
　
　
　
出

人
件
費
削
減

職員削減（議員含む）

 

３、経費節減等の財政効果（農業集落排水事業）３、経費節減等の財政効果（農業集落排水事業）３、経費節減等の財政効果（農業集落排水事業）３、経費節減等の財政効果（農業集落排水事業）    
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（１）平成 17 年度決算より新経理基準を適用し、保有土地の区分替え、それに伴う借入金利息の簿価算入の廃止、キャッシュフロー計算書

の作成をおこなう。資産評価の見直しについても平成 18 年度に一部実施した。 

（２）分譲地については、町や県のホームページにおいて常時物件を紹介し、販売の促進に努めている。また、長期保有土地(取得後５年以

上経過した土地)の設立団体(町)による早期買い取りを求めているところである。 

 

 

 

 

＜法人名＞ 

①財団法人 白浜医療福祉財団      （医療業務）………………町出資額 5,000 万円（出資率 50％） 

②白浜観光自動車道株式会社        （土産物店経営）…………町出資額 4,000 万円（出資率 100％） 

③南白浜温泉株式会社              （温泉の供給・販売）……町出資額  500 万円（出資率 50％） 

④南紀白浜コミュニティ放送株式会社（ＦＭ放送事業）…………町出資額 2,500 万円（出資率 50％） 

＜取り組み事項等＞ 

    事業内容、経営状況、町からの財政支援等については、毎年度、事業報告書により議会へ報告し、詳細説明を行っている。会社役員に

は町関係者に加え、民間会社経営者や金融機関関係者に参画を依頼し、経営安定化への取り組みについて協力願っている。 

①……入院患者数は減少したものの、地域包括ケア病棟への転換による診療単価の増加等、収益全体が前年度を上回り、当期利益は

28,729千円となる。（2015年度決算） 

②……外国人旅行者の顧客獲得に向けた消費税減免制度の導入により、売店売上が前年度比 104.2％増加し、また、喫茶軽食売上も増

加するなど、当期純利益は 203 千円の黒字となる。（第 50 期決算） 

③……老朽化による別荘の撤去や契約者の高齢化等、温泉契約の解除等が多く、営業収入は前年度比 12.5％の減収となったが、諸経費

の節減等に取り組み、売上原価が前年度比 10.4％減少したため、税引前当期純利益は 1,303 千円となる。（第 47 期決算） 

④……取引先の保全・確保に向けた営業活動に加え、「わかやま国体」や白良浜サテライトスタジオを中心としたイベント活動等の成

果もあり、純売上高が前年度から 309 千円増加するなど、当期純損益は 1,000 千円の黒字となる。（第 19期決算） 

ⅤⅤⅤⅤ    その他その他その他その他    

１１１１    土地開発公社土地開発公社土地開発公社土地開発公社    

２２２２    第三セクター第三セクター第三セクター第三セクター    


